
 
 
 
 

吸収合併契約等に関する事前備置書類 
（会社法第 794 条第 1 項に定める書面） 

 
 
 

当社は、2021 年 2 月 26 日付で住友化学システムサービス株式会社との間で

締結した合併契約書に基づき、2021 年 7 月 1 日を効力発生日として、当社を吸

収合併存続会社、住友化学システムサービス株式会社を吸収合併消滅会社とす

る吸収合併（以下、「本吸収合併」といいます）を行うことといたしました。本

吸収合併に関し、会社法第 794 条第 1 項および会社法施行規則第 191 条に定め

る当社の事前開示事項は以下のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2021 年 3 月 11 日 
 

住友化学株式会社 
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１．吸収合併契約の内容 
 
 別紙１のとおり、2021 年 2 月 26 日付で吸収合併契約を締結いたしました。 

 
２．合併対価の相当性に関する事項 
 
 完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付は行いません。 

 
３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 
  
 該当事項はありません。 
 
４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 
 
別紙２のとおりです。 

 
５．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、

重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 
 
吸収合併存続会社には、成立の日後、重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象は生じていません。 
 
６.  吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行

の見込みに関する事項 
 
本吸収合併効力発生日後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十

分に上回ることが見込まれます。また、本吸収合併後の吸収合併存続会社の

収益状況およびキャッシュ・フローの状況について、吸収合併存続会社の債

務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。

従い、本吸収合併後におこる吸収合併存続会社の債務について履行の見込が

あると判断いたします。 
以上 
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住友化学システムサービス株式会社 

 









１．重要な会計方針にかかる事項に関する注記
(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法による。（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）
評価方法は下記の基準による。
貯蔵品：個別法

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産：定額法
無形固定資産：定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用している。

(3) 賞与引当金の計上方法
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当期に負担すべき額を計上している。

(4) 退職給付引当金の計上方法
従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合退職金要支給額を退職給付引当金として計上している。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
1.消費税等の会計処理

税抜方式による。
2.連結納税制度の適用

当社は連結納税制度を適用している。

(6) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度
への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、
「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応
報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用方針」
（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および
繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

２．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当期の末日における発行済株式の種類及び総数 普 通 株 式 3,200 株

(2) 当期中に行った剰余金の配当に関する事項
2019年6月27日の定時株主総会において次のとおり決議した。

配 当 金 の 総 額 23,558,400 円
配 当 金 の 原 資 利益剰余金
一株当 た り配 当額 7,362 円
基 準 日 2019年3月31日
効 力 発 生 日 2019年6月28日

(3) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2020年6月22日の定時株主総会において次のとおり決議を予定している。

配 当 金 の 総 額 652,000,000 円
配 当 金 の 原 資 利益剰余金
一株当 た り配 当額 203,750 円
基 準 日 2020年3月31日
効 力 発 生 日 2020年6月23日

３．その他の注記
会社計算規則第98条第2項第1号に基づき、会計監査人設置会社で必要とされる注記事項の一部を
省略している。

個別注記表
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         住友化学システムサービス株式会社 

  
 
 
 
 
 
 
 



 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

                                            （単位：円） 
区

分 

資産の種類 期首帳簿価

額 

当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価

額 

減価償却累計 

額 

期末取得原価 

有

形

固

定

資

産 

建物     16,247,051 
1,380,200 2 2,415,576 15,211,673 29,574,859 44,786,532 

機械及び装置   
62,600 － － 62,599 1 6,259,999 6,260,000 

工具器具及び備品 
51,144,857 8,586,918 2 11,725,993 48,005,780 106,007,505 154,013,285 

リース資産 
12,890,330 － － 5,019,384 7,870,946 17,225,978 25,096,924 

建設仮勘定 
5,262,618 32,605,058 29,496,376 － 8,371,300 － 8,371,300 

計   
85,607,456 42,572,176 29,496,380 19,223,552 79,459,700 159,068,341 238,528,041 

無

形

固

定

資

産 

施設利用権 
8,524,845 － － 5,400 8,519,445 61,650 8,581,095 

ソフトウエア 
17,356,148 6,244,739 － 5,621,896 17,978,991 13,223,892 31,202,883 

計   
25,880,993 6,244,739 0 5,627,296 26,498,436 13,285,542 39,783,978 

（注）１ 施設利用権には電話加入権を含めている。 

                    

 

    

 

２．引当金の明細  

                                                      （単位：円） 

科  目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

賞与引当金 228,344,627 215,744,639 228,344,627 215,744,639 

退職給付引当金 614,723,756 55,496,160 3,155,200 667,064,716 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３．販売費及び一般管理費の明細 

                              （単位：円） 

科  目 金  額 摘  要 

社員給与 153,702,993  

退職給付費用 12,487,423  

役員報酬 18,589,146  

福利厚生費 61,956,353  

補修費 14,195,774  

業務委託費 54,433,230  

運送費 4,637,507  

減価償却費 4,795,008  

租税公課 5,158,967  

事業税（資本・付加価値） 22,241,900  

賃借料 1,076,878  

保険料 251,810  

旅費交通費 23,585,152  

通信費 12,753,086  

事務用品費 228,304  

図書費 402,069  

交際費 611,706  

会費 158,000  

採用・教育費 50,820,586  

雑費 46,538,671  

社外給付他 △726  

計 488,623,837  
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